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令和５年度 

社会福祉法人厚木市社会福祉協議会 事業計画書 

 

１ 事業方針 

令和５年度は、「地域共生社会」の実現に向けた行動計画としての性格を有する地

域福祉活動計画（第６次）の最終年度にあたることから、住民、自治会、民生委員・

児童委員、地域福祉関係団体等と緊密に連携し、計画の総仕上げに取り組むとともに、

次期計画を策定します。 

 

２ 重点事業 

(１) 「福祉まるごと相談」体制による相談・支援の実施 

    第６次地域福祉活動計画の活動目標として掲げた、「断らない相談から地域づく 

   りへ」の取組である「福祉まるごと相談」において、全職員が相談の窓口となり、 

   住民からの福祉に関するあらゆる相談を受け付け、生活課題を抱えた人に寄り添 

   い、課題解決を支援します。また、一人一人への支援を積み重ね、地域づくりと連 

   動した取り組みを進めます。 

 

(２) 地域支え合い活動の推進 

    「地域包括ケア社会」を実現していくためには、地域での支え合い活動が何より 

   も重要となります。 

    これまでも地域福祉活動の中核的役割を果たしている１５地区地域福祉推進委 

   員会への支援は継続し、地域の実情に合わせた地域福祉活動の更なる推進に取り 

   組みます。また、本会の地域福祉コーディネーターについては、生活支援コーディ 

   ネーターも委嘱されていることから、市行政・地域福祉推進委員会・第２層協議体 

   と連携し、住民同士が支え合うことができる仕組みづくりやふれあいの場として 

   の居場所づくりを支援し、より地域に根差した活動を積極的に展開していきます。 

 

 (３) 権利擁護の推進 

    団塊の世代が後期高齢者となる、いわゆる２０２５年問題では認知症高齢者が 

   増加するなど、成年後見制度の利用を含む権利擁護支援のニーズが更に増大する 

   ことが予測され、こうした状況に対応する必要があります。 

    本会では、成年後見制度がより身近なものとなり、本人らしい生活を守るための 

   制度として利用できるよう、成年後見制度の理解促進に取り組むとともに、関係機 

   関と連携を図りながら、引き続き、本人を中心とした「チーム支援」を実施し、適 

   切な権利擁護支援につなげます。 

    また、法人後見に関する研修や市民後見人候補登録者の研修を実施し、地域での 

   支え合いを促進していきます。 

 

(４) 多様なボランティア活動の推進 

    地域福祉を継続的に推進していくためには、地域福祉活動の担い手となるボラ 
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   ンティアの養成と活動の活性化が不可欠です。 

    このため、ボランティアセンターによる情報の集約と発信、新たなボランティ 

   アの発掘や地域ボランティアの養成等、地域の担い手であるボランティアを増や 

し、多様なボランティア活動の推進に取り組みます。 

 

主な実施事業 (拠点区分及びサービス区分) 

Ⅰ 社会福祉事業 

１ 法人事業【１９２，８５５千円】 

(１) 法人運営事業【129,250 千円】 

     適正かつ円滑な法人運営に努め、地域福祉の推進を図ります。 

 

   ① 法人運営に係る関係会議の開催 

      事業計画・予算及び決算をはじめ法人運営に係る案件の審議等のため、理 

 事会、評議員会等を適宜開催します。 

② 役員及び評議員の研修 

     役員及び評議員を対象に、円滑な法人運営を遂行するため社会福祉の最新 

    動向等を基本とした研修会を実施します。 

 ③ 会員募集運動の実施 

    市民・団体や企業等に本会活動への理解と協力を求めるとともに、各自治 

   会の協力を得ながら、会員の募集を行います。 

      また、市内法人（企業）等を対象に、訪問等により賛助会員への加入の働 

 きかけを行います。 

   ④ 事務局の管理・運営 

      各種法令等を遵守し、規律ある事務局体制の構築に努めるとともに、経費 

     節減に努め、効率的な管理・運営を行います。 

⑤ 職員研修・人材育成 

    県社協等の実施する研修への参加及び内部研修の充実、スーパービジョン 

の実施や実習生受入等を通して、職員の資質・職務遂行能力等の向上と人材育

成の強化を図ります。 

⑥ 関係機関等との連絡調整 

      地域福祉を総合的に推進するため、県社協及び他市社協、市内福祉関係施 

     設等との連携と情報の共有を図ります。 

⑦ 福祉まるごと相談の実施 

      福祉制度・サービスの相談から生活相談まで、幅広い相談に応じます。また、

個別の支援を積み重ね、地域づくりと連動した取り組みを進めます。 

⑧ 「社協あつぎ」の発行 

    本会活動の情報提供や周知及び福祉の理解促進を図るため、「社協あつぎ」 

   を年４回発行します。 
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    ⑨ 厚木市社会福祉大会の開催 

      社会福祉への功労に対し、表彰及び感謝の意を表するとともに、福祉意識 

     の高揚を図るため、厚木市との共催により開催します。 

   ⑩ 啓発宣伝・情報発信事業 

      ホームページやフェイスブックによる迅速な情報発信を行うとともに、地

域福祉への理解と関心を深めるきっかけづくりを目的に、本会職員が地域に

出向いて社協の事業や取組の説明・情報提供などを行う講座を実施します。 

⑪ ふれあい基金の管理・運用 

  ア 基金の増強及び安全かつ有利な方法での管理・運用に努めます。 

イ 住民福祉活動支援のための財源の一部として活用します。 

   ⑫ 善意銀行の運用 

      市民や企業等からの寄付を受け、寄付金等の有効活用に努めます。また、指 

     定寄付金を原資として、交通遺児に対し福祉金を支給します。 

（新）⑬ 地域福祉活動計画及び経営計画の策定 

      令和６年から３年間の地域福祉活動計画及び経営計画を策定します。 

 

(２) 住民福祉活動推進事業【38,151千円】 

     地区地域福祉推進委員会に対し各種事業の支援及び助成等を行うとともに、

地区地域福祉推進委員会連絡会議を活用し、各地域の福祉課題の解決に向けた

支援に努めます。 

 

① 地区地域福祉推進委員会事業費の交付 

     地区地域福祉推進委員会の運営や活動を支援するため、賛助会費及び厚木 

  市交付金を財源とした事業費を交付します。 

   ② 地区地域福祉推進委員会活動への助成 

      広報活動やミニデイサービス、子育てサロン、敬老事業、見守り活動等事業

別の活動に必要な助成を行います。 

   ③ 小地域ふれあい活動への助成 

      地域住民が主体となり行う助け合い活動や居場所活動等に必要な助成を行 

     います。 

④ 地区地域福祉推進委員会連絡会議の開催 

      研修や情報交換を通して、各地区の福祉課題の把握や情報を共有し、地区 

     ごとの地域福祉の推進を図ります。 

⑤ 地域福祉コーディネーター・生活支援コーディネーターによる支援 

 地域住民の個別相談を積極的に受け、地域の関連する会議や打合せ等に参 

     画しながら、地域課題の解決に向けた支援を行います。 

⑥ 新たな居場所づくりへの支援 

 居場所マップの充実・周知を図るとともに、新たな居場所の提供者発掘への 

     支援や運営者を支援します。 
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(３) 福祉活動推進事業【4,229千円】 

     市民の福祉向上を図るため、人材育成として同行援護従業者養成研修、福祉 

    当事者団体等への支援、車いすの貸出し、保育園への支援等の実施と障害者週 

    間の啓発事業等に取り組みます。 

①  同行援護従業者養成研修事業 

     障害者居宅介護事業に係る人材の育成として、県の指定を受け、同行援護従 

    業者養成（ガイドヘルパー関係）の研修を実施します。 

② 福祉団体等助成事業 

    福祉当事者団体及び福祉推進団体の活動を支援するため、助成金を交付し 

   ます。 

   ③ 車いすの貸出事業 

      病気やケガ等により、一時的に車いすが必要になった場合や福祉体験の機 

     材等として、車いすの貸出を行います。 

   ④ 保育園児支援事業 

      保育園児の健全な育成を支援するため、情操教育に関する教材等の整備助 

     成金を保育園へ交付します。 

  ⑤ 障害者週間啓発事業 

      障害者週間（１２月３日～１２月９日）に合わせ、市内障がい者団体及び 

     ボランティア等の協力により啓発キャンペーンを実施し、障がい者福祉や虐 

     待防止等の理解促進を図ります。 

⑥ 福祉活動団体等の研修支援事業（マイクロバスの運行） 

      本会一般会員（団体）等の研修等支援のため、マイクロバスを運行します。 

 

(４) 共同募金配分金事業【1,921 千円】 

 神奈川県共同募金会からの共同募金配分金を活用し、高齢者・障がい者等の 

    各種支援事業を実施します。 

 

   ① 料理教室の開催 

      男性高齢者等を対象に、調理実習を通して規則正しい食生活のあり方を学 

     び、健康増進を図るための料理教室を開催します。 

   ② 地域活動支援センターへの助成 

      障がい者福祉の向上のため、地域活動支援センターへ助成金を交付します。 

   ③ 高齢者福祉施設一日体験事業 

      中学生を対象とした、ボランティア活動へのきっかけづくりとして、市内高 

     齢者福祉施設の協力により一日体験事業を実施します。 

④ 年末たすけあい配分金事業 

 障害者就労継続支援Ｂ型事業所及び地域活動支援センターの年末事業に対 

     し助成金を交付します。 

 

(５) ボランティアセンター活動事業【8,293 千円】 

     ボランティアセンター機能の充実強化を図るとともに、ボランティア養成講 
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    座等の開催や情報提供、福祉教育の推進、ボランティア団体への活動支援等を 

    実施します。 

① ボランティアセンターの管理運営 

      ボランティア活動の拠点として、研修室・作業室の利用提供とともに、情報

提供、相談、紹介、啓発等を実施します。また、休日・夜間については、業務

委託により、利便性の向上を図ります。 

    ② ボランティア活動に関する相談の充実 

      相談、調整、支援機能を強化し、ボランティア団体、個人ボランティアの支 

     援に努めます。 

③ ボランティア講座等の開催 

      各種講座等を開催し、ボランティアの養成や育成に努めます。 

 ・ ボランティアスタートアップ講座 

 ・ 傾聴講座 

     ・ 災害ボランティアセンター運営スタッフ養成講座 

・ 地域ボランティア養成講座（地区毎に実施） 

・ 赤い羽根共同募金街頭募金ボランティア養成講座 

（新）・ 支援を活かす地域力ワークショップ 

   ④ 福祉教育推進事業 

    ア 市内小中学校を対象とした福祉教育の支援として、各種講師の派遣及び物

品の貸出を行います。 

     （ア）手話体験講座 

         （イ）視覚障がい者の誘導体験講座 

     （ウ）点字体験講座 

     （エ）車いす体験講座 

     （オ）高齢者擬似体験講座 

     （カ）認知症サポーター養成講座 

    イ 市内高等学校を対象とした福祉教育の支援として、各種講師を派遣します。 

     （ア）手話体験講座 

         （イ）視覚障がい者の誘導体験講座 

（ウ）認知症サポーター養成講座 

   ウ 市内企業・大学及び団体を対象とした福祉教育の支援として、講師の派遣や

教材の貸出しをします。 

    （ア）視覚障がい者の誘導体験講座 

    （イ）高齢者擬似体験セットの貸出 

⑤ ボランティア団体等への助成 

    本会登録団体に対し、ボランティア活動のより一層の充実を図るため、助成 

     金を交付します。 

⑥ ボランティア情報の提供 

      「社協あつぎ」、ホームページ及びフェイスブック等を活用し、情報の発信 

     に努めます。 
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     ⑦ 災害ボランティアセンター運営スタッフ登録事業 

      “いざ”という時に災害ボランティアセンターを円滑に運営できるよう、セ

ンターの運営に必要となるスタッフを確保するため、運営スタッフ登録事業を

実施します。 

   ⑧ ボランティア団体の講座支援 

      障がい者の社会参加等を促進するボランティア団体が行う講座等を共催で 

     開催します。 

   ⑨ 企業・ＮＰＯ・大学パートナーシップミーティングの実施 

      地域課題の解決に向け、企業・ＮＰＯ・大学など多様な主体が出会い、連携 

     のきっかけを作り出す場として、神奈川県・座間市社協・綾瀬市社協と協働で 

     実施します。 

 

(６) 資金貸付事業【9,179千円】 

     生活困窮世帯、高齢者・障がい者世帯等の支援として、生活困窮者自立相談 

    や福祉まるごと相談等を通して、世帯の自立と安定を図るため生活福祉資金及 

び緊急援護資金等の貸付を行います。 

 

   ① 生活福祉資金の貸付 

      低所得世帯、高齢者・障がい者世帯に対し、教育支援資金のほか用途別に 

     資金の貸付を行います。 

② 緊急援護資金の貸付 

      緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった世帯に対し、資金の貸付を行 

     います。 

   ③ 行旅人の援護（旅費の貸付） 

      行旅人に旅費（隣接市までの電車賃）の貸付を行います。 

 

(７) 在宅援護等事業【1,832 千円】 

     制度外の在宅支援として、福祉有償運送による移送サービスやホームヘルパ 

    ーを派遣するあつぎしあわせライフサービス等を実施します。 

 

① 移送サービス 

 公共交通機関等の利用が困難な要介護者及び障がい者等に対し、福祉有償 

 運送として移送サービスを実施します。 

    ② あつぎしあわせライフサービス 

      市民参加による有料の家事・介護サービスを実施します。 

    ③ 災害見舞金の支給 

      火災等の被災者に対し見舞金を支給します。 
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２ 権利擁護支援センター【３７，４４１千円】 

(１) 権利擁護支援事業【27,528 千円】 

     成年後見制度の総合的な推進を図るとともに、地域における連携や対応を強 

    化します。 

 

①  成年後見制度の利用促進 

ア 市民や関係機関、成年後見人等からの相談に対し、必要に応じて専門職相

談を活用しながら具体的な方向性を検討し、適切な支援を行います。 

イ 成年後見制度の周知啓発を実施するとともに、成年後見制度普及啓発講座 

     等を実施します。 

    ウ 関係機関と連携して、本人を中心とした「チーム支援」の仕組づくりに取 

り組みます。 

    エ 成年後見相談を実施するとともに、本人にとってふさわしい成年後見人等 

候補者を調整する会議を開催します。 

   ② 地域連携ネットワークにおける中核機関の運営 

ア 地域連携ネットワークの中核となる機関として、協議会の事務局機能を担 

     います。 

イ 「チーム支援」において、専門職との連携を図ります。 

   ③ 担い手の確保 

ア 市民後見人候補登録者の実務的な活動や研修等を通して、人材の育成を行 

     います。 

イ 法人後見に関する相談等を通して法人後見活動を普及啓発し、受任法人の 

拡大を推進します。 

④ 法人後見事業 

      本会が成年後見人等となり、法人後見を推進します。 

⑤ 高齢者・障がい者虐待防止の推進 

      高齢者及び障がい者の権利侵害に関する支援や虐待防止講演会を通して、

虐待防止の啓発に努めます。 

   ⑥ 終活相談 

      高齢者等が、自分らしい人生の最期を迎えることができるように終活相談

を実施し、適切な助言等を行います。 

    

(２) 日常生活自立支援事業【9,913千円】 

 高齢や障がいにより、一人では日常の生活に不安のある方が地域で安心して 

 生活が送れるよう、本人との契約に基づき、福祉サービスの利用手続き、預貯 

 金の出し入れや福祉サービス等の支払などの金銭管理及び書類の預かりを行う 

 ことにより、日常生活の自立支援を図ります。 

 

① 福祉サービス利用援助 

    福祉サービス利用のための手続き等の支援を行います。 



- 8 - 

 

② 日常的金銭管理サービス 

    利用者に代わって、生活費等の払い出しや支払いを行います。 

③ 書類等預かりサービス 

    利用者が保管困難な年金証書や預金通帳等を預かり保管します。 

 

３ 居宅介護事業【１５，０４９千円】 

 障害者総合支援法により指定を受けた居宅介護事業所として、障がい者の在宅 

   生活を支援するためのサービスを実施します。 

 

(１) 居宅介護事業【320千円】 

     在宅の要介護者に対し、身体介護や家事援助のサービスを提供します。 
 

(２) 同行援護事業【14,729千円】 

     視覚障がい者の外出移動を支援するサービスを提供します。 

 

Ⅱ 公益事業 

 喫茶・売店事業【８，７６９千円】 

   障がい者の就労の場の確保と公共施設等利用者の利便を図るため、厚木市保健 

   福祉センターにおいて、喫茶「どんぐり」・売店「どんぐり」を経営します。 

 

(１) 喫茶事業【4,423 千円】 

 

(２) 売店事業【4,346 千円】 

 

Ⅲ 収益事業 

 自動販売機設置事業【４７１千円】 

    市内公共施設における自動販売機（４６台）の設置により、各施設利用者の利 

   便を図るとともに、その収益金を社会福祉事業及び公益事業のために活用します。 


